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一 般 質 問 通 告 要 旨 
 

令和８年第３回（６月）定例会 

 

 

１ 堀 田 孝 次 

 

１ 市長の市政運営の総括と次期市長選挙について 

1) 城戸市長就任以来４年間の市政運営に対する成果と課題認識について伺う。 

 

2) 次期市長選挙に対する所信について伺う。 

 

 

 

 

 

２ 天 野 京 子 

 

１ 地域の特徴を生かす義務教育について 

1) 令和５年度に旧妙高高原北小学校と旧妙高高原南小学校を統合し、新たに妙高高

原小学校が開校した。統合から３年が経過したが、その間の学校運営や保護者の反

応、子どもの学校生活についての評価はどのようか。 

 

2) 妙高高原地域、妙高地域には、小学校と中学校がそれぞれ１校ずつあり学校運営

がなされている。今後も少子化は進むとみられるが、子どもの教育環境充実と地域

の学校存続のための方向性はどのように考えているのか。 

 

3) 本年は、令和３年度から令和８年度までの妙高市立小中学校整備構想の最終年度

だが、令和９年度からの学校整備構想を策定する計画はあるか。また、策定スケジ

ュールはどのようか。 

 

4) 妙高高原地域と妙高地域は、ともに秀峰妙高山から恩恵を受けながら深く関わり、

それぞれ独自の風土や歴史、地域コミュニティを育んできた。これらを継承し、地

域が望む教育を一貫して実践するために、小学校と中学校を統合する考えはあるか。 

 

5) 小中一貫教育を推進する学校形態には、義務教育学校と小中一貫校があるが、両

者は運営形態が異なる。また、学校施設についても施設一体型と施設分離型がある。

開校にあたっては、県へ設置届を提出する必要があり、施設整備には国庫補助金で

ある負担金や交付金を活用することができる。義務教育学校や小中一貫校の研究や、

先進地視察を進める考えはどのようか。 

 

6) 学校の教育改革には地域住民の理解や協力が欠かせない。方向性を検討する際に

は、地域住民との意見交換を行う必要があると考えるがいかがか。 
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２ 新井総合コミュニティセンター前庭広場の活用について 

  1) 現在、新井総合コミュニティセンター前庭広場は、専用使用の場合に 30 分 250 円

の利用料金を徴収している。この前庭広場は、設計段階においてどのような利用形

態や活用方法を想定して整備されたものか。 

 

2) 新井総合コミュニティセンター前庭広場は、文教地区の中心に位置し、周辺には

新井小学校、新井高等学校、放課後児童クラブ、放課後等デイサービス、妙高市総

合体育館が隣接している。また、妙高市文化ホールや新井ふれあい会館と一体型の

施設となっており、トイレなども自由に使用できる。このような立地条件や利便性

の良さを生かし、前庭広場のさらなる活用を図る考えはあるか。 

 

  3) 妙高市には、遊びを通して様々なことを学べる発見と創造の拠点「わくわくラン

ドあらい」があり、昨年秋には学びと知の拠点として妙高市複合施設まちなか＋（ぷ

らす）がオープンした。また、昨年度には妙高市文化ホールの入り口付近にスケー

トボード広場が整備された。これを機に、新井総合コミュニティセンター前庭広場

を活用し、安全に遊びながら身体を動かすことができる屋外活動の拠点を作っては

どうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 葭 原 利 昌 

 

１ 中東情勢長期化等に伴う影響と今後の対応について 

中東情勢の混乱長期化を受け、今後の物価動向や経済に与える影響を注視しつつ、

経済活動や国民の暮らしに支障が生じないように、国会では、重点支援地方交付金 1000

億円を含む総額３兆 1135 億円の令和８年度一般会計補正予算が６月５日に成立した。

特に、原油や液化天然ガス（ＬＮＧ）の価格高騰が料金に反映される電気・ガス料金

について、冷房の使用量が増える７月から９月に料金引き下げを実施するとしている。 

一方、原油由来ナフサの調達難により、現場での物資不足が発生し、生活必需品の

影響が顕在化し、ごみ袋や衣料品、化粧品、住宅・建設資材等幅広い分野に及ぶとと

もに、原油高やナフサ由来製品の価格高騰等による食品値上げが今後拡大する見込み

となっている。 

1) 地域経済及び市民生活への影響をどのように受け止めているのか。 

 

2) 市発注工事や補助事業における影響と今後の見込みはどのようか。 

 

3) 地域経済及び市民生活を守るための対応策、経済対策が必要だが、今後どのよう

に考えているのか。 
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２ 若い力を生かしたまちなかにぎわいづくりについて 

第４次妙高市総合計画に掲げるリーディングプロジェクト「次代を担うこども・若

者の成長・交流・つながりの場づくり」「成長段階に応じた成長・交流・つながりの場

づくり」は２年目となり、また妙高市複合施設まちなか＋（ぷらす）も、まちなかの

新しい居場所として、多くのかたから利用されているが、ともに緒に就いたばかりで、

これからが正念場であり今後さらに加速させていくことが重要である。 

1) リーディングプロジェクト 1 年目の評価と課題はどのようか。 

 

2) 中高校生を生かしたまちのにぎわいの現状評価と今後について、どのように進め

て行くのか。 

 

3) 妙高市複合施設まちなか＋（ぷらす）の課題と対策、並びにまちなかの回遊性確

保策と妙高高原・妙高地域住民の利用状況を踏まえた今後の利用促進について、ど

のように考えているのか。 

 

4) 妙高市複合施設まちなか＋（ぷらす）関連の今年度予定事業の進捗と目標等はど

のようか。 

 

5) みょうこう市民まつりの今年度の休止に係る経過と今後について、行政（事務局）

としてどのように捉え、関わり、進めようとしているのか。 

 

 

３ スマートシュリンク（賢い縮小）の取り組みについて 

昨年６月に閣議決定された「地方創生 2.0 基本構想」の基本姿勢・視点では、「少子

化対策等により、今後の人口減少のペースが緩まるとしても、人口・生産年齢人口が

減少するという事態を正面から受け止めた上で、人口規模が縮小しても経済成長し、

社会を機能させる適応策を講じていく」としている。 

これを踏まえ、これからの妙高は、人口減少に歯止めをかけるというよりは、人口

減少を肯定し受け入れ、人口が減っても市民のウェルビーイングが高まる「スマート

シュリンク」の考え方に沿った行財政運営を進めて行くべきではないか。 

  1) 2025 年国勢調査結果について、どのように受け止め捉えているか。 

 

2) 当市の出生数、合計特殊出生率、婚姻数の近年の推移と今後の見通しはどのよう

か。 

 

3) 市が抱えている財産、公共施設等について、人口規模に見合った適正なものとな

っているのか。現状と今後の計画はどのようか。 

 

4) 市民のウェルビーイングを高めていくために、地域コミュニティの振興は欠かせ

ない。「妙高市地域コミュニティ振興指針」の進捗・評価はどのようで、次期指針改

定に向けた考えはどのようか。 

 

5) 「窓口開設」時間を短縮し、これにより生まれる時間を住民自治への支援や政策

形成・事務改善などに振り向け、市民サービス向上につなげてはどうか。 
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４ 岩 澤   愛 

 

１ 身寄りのない高齢者への支援について 

  全国的な少子高齢化の進展や都市部への人口の流出、集中等により、市内において

も、高齢者の単身世帯の増加、近隣に在住する親族の減少、地域コミュニティの希薄

化などが見られる。住み慣れた地域で高齢者が生活し、必要な医療・介護・予防・住

まい・生活支援その他のサービスを適切に利用するための判断や手続きを、高齢者一

人で行うことは、認知機能の低下に伴い難しくなっていく。さらに亡くなった後の手

続きは、本人は行うことができないため、高齢期から死後にかけて他者の支援を必要

とする場面が数多く見られ、これらの現状を踏まえ、以下について伺う。 

1) 身寄りのない高齢者の現状及び支援の状況について 

① 連帯保証人や身元引受人を確保できない高齢者は、民間のアパートへの入居が

難しい場合もあると聞く。公営住宅への入居にあたっては、どのような対応にな

るのか。 

② 介護保険は、身寄りの有無による区別がなくサービスが提供されているため、

本来業務ではないシャドーワークを介護支援専門員等が行わざるを得ない場合も

ある。地域包括支援センターでは、介護事業所と連携しながら支援を行い、地域

ケア会議などでも検討を行っていると思うが、市として実態把握の状況や考えは

どのようか。 

 

 2) 厚生労働省の調査による報道では、身寄りのない人が亡くなり、引き取り手が現

れないまま火葬される遺体が、2023 年度に全国で４万人を超えている。身寄りのな

い高齢者が亡くなった場合の対応と課題をどのように捉えているか。 

 

 3) 医療を受けることの意思決定権は本人のみにある。また、亡くなられた後の対応

も、本人の意思が尊重され尊厳が保たれるためにも、ＡＣＰ（アドバンス・ケア・

プランニング）や死後事務委任契約、エンディングノート作成など、終末期への備

えが必要だと考える。人生の最終段階における医療・ケア等を考える取り組みの状

況はどのようか。 

 

 4) 本市の実情と課題等を踏まえたガイドラインの作成が必要と考えるがいかがか。 

 

 5) 令和９年４月１日を軸とする社会福祉法等の改正では、頼れる身寄りがいない高

齢者等に対する日常生活・入院等の手続、死後事務の支援を行う事業を第二種社会

福祉事業に位置づけ、併せて相談体制等の整備を図るとしている。市では、改正を

踏まえ、どのように対応していくか。 
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５  宮 澤 一 照 

 

１ 世界情勢の不安定化及び物価高騰に伴う道の駅リニューアルの延期の必要性につい

て 

国内では、イラン・アメリカ間の対立激化に伴う原油価格の上昇や為替変動リスク、

さらには建築資材価格の高騰が続いている状況にある。こうした社会経済情勢を踏ま

えると、市民の財政負担の軽減を図るため、現在、基本設計の段階にある道の駅あら

いリニューアル事業の進行を一旦見直し、事業期間を延長した上で今後の動向を見極

めるべきだと考える。 

1) 現在の国際情勢や物価高騰等に伴う経済リスクについて、本事業への影響をどの

ように見込んでいるか。 

 

2) 情勢が落ち着くまで事業期間を延長し、より有利な条件で発注できる時期を見極

めることが、結果として総事業費の抑制と市民の負担軽減につながると考えるが見

解を伺う。 

 

3) 今後、資材価格のさらなる高騰等により、当初想定していた 25 億円を大幅に上回

る事態が生じた場合、財源確保や事業の進捗をどのように考えているか。 

 

4) 本事業については、指定管理者である妙高ふるさと振興株式会社の経営状況や決

算内容を踏まえた計画にすべきと考えるが見解を伺う。 

 

 

２ 妙高リゾート圏の形成と広域観光振興について 

妙高リゾート圏の形成を進めるに当たり、市として重点的に取り組むべき課題及び

目指すべき成果について伺う。 

1) リゾート圏形成を推進する上で、観光客の利便性向上や災害時の情報伝達確保の

観点から、Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備及び携帯電話不感地の解消が重要と考えるがいか

がか。 

 

2) 周遊性向上や観光振興の観点から、現在通行止めとなっている観光道路の早期復

旧及び通行止めの未然防止に向けた対策について、どのように考えるか。 

 

3) 日本海と妙高山を核とした広域観光圏の形成について、市はどのようなビジョン

を持っているか。また、関係自治体や関係団体とどのように観光戦略を共有し、推

進していく考えか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 6 - 

 

６ 渡 部 道 宏 

 

１ 小学生の共通通学用カバンの採用について 

現在、小学生の通学用カバンとしてランドセルが広く使用されているが、その価格

は平均で６～８万円程度と高騰しており、保護者の経済的負担は大きくなっている。 

本年度は、市による経済的支援策により購入負担の軽減が図られているが、当該支

援策が今後も継続される保証はない。 

そこで、ランドセル購入に対する補助を継続する方法に加え、中学校で採用されて

いるような統一の指定通学用カバンを導入することで、保護者の継続的な経済的負担

の軽減につながると考えるがいかがか。 

 

２ 異常気象に対応した農業生産の維持・確保について 

近年は、線状降水帯による集中豪雨や記録的な高温など、全国的に異常気象が頻発

しており、農業生産への影響が懸念されている。また、被災する農地や農業用施設の

規模も拡大していることから、大雨による被害の防止に加え、高温による農作物の品

質低下や水不足への対応など、気候変動を見据えた対策が重要となっている。 

異常気象の常態化が進む中、農業被害の軽減と農業生産の維持・確保に向けた市の

取り組みはどのようか。 

 

 

 

 

 

７ 渡 邉 能 成 

 

１ 子どもたちの競技スキー人口の減少対策について 

本市はスキー産業とともに成り立ち、数多くのオリンピック選手を輩出してきた歴

史を有する「スキーのまち」である。しかしながら、少子化や社会環境の変化により、

中学校のスキー部員は減少し、特に妙高高原中学校クロスカントリー部員は一人もい

ない状況である。このままでは、最悪の場合、競技スキー人口が消滅することも想定

される。 

そのような状況を踏まえ、現状をどのように認識し、今後、どのように競技スキー

人口減少対策に取り組んでいくのか考えを伺う。 

 

 

２ 夏季における渇水対策について 

今年の夏も渇水が予想されるとのマスコミ報道があるが、本市における渇水の見通

しと対策の状況について伺う。 

1) 水道水の確保対策はどのようか。 

 

2) 高谷池ヒュッテで利用する水の確保対策はどのようか。 
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８ 阿 部 幸 夫 

 

１ ＤＸ推進の目標に向けた進捗状況 

   本市では、情報通信技術を利活用することで、市民生活の利便性を高めることを目

的として、平成 17 年度以降、４次にわたる地域情報化基本計画を策定し、情報化施策

を推進してきている。 

   昨今の情報通信技術の急速な発展は、社会生活に大きな変化をもたらし、特にスマ

ートフォンの普及や通信の高速化、インターネットを介して必要な情報を取得できる

ようになり、それらの通信技術は、私たちの生活に欠かせない社会インフラとなって

いる。 

 少子高齢化による人口減少の進行、社会情勢に応じて絶えず変化する市民ニーズへ

の対応や、様々な場面でのサービス提供などにおいて、社会全体のデジタル・トラン

スフォーメーション（ＤＸ）が求められている。 

国では、デジタル社会の構築に向けた取り組みを全自治体において推進するため、

自治体ＤＸ推進計画と、デジタル技術の活用により、地域の個性を生かしながら、社

会課題解決や魅力向上の取り組みを加速化・深化するため、「デジタル田園都市国家構

想総合戦略」をそれぞれ策定した。 

このような状況下で、デジタル技術を活用し、多様化した人々の価値観に最適化し

た市民サービスの提供と行政事務の効率化を両立し、第４次妙高市総合計画のまちの

将来像を実現するため、令和７年３月に地域情報化基本計画を策定したが、策定後１

年を経過したことから、進捗状況等について伺う。 

1) 第５章で成果指標（ＫＰＩ）を定めているが、５つの基本目標ごとに１年間の取

り組みの総括（進捗、課題等）はどのようか。 

  

2) ＤＸ推進本部の本部長・事務局、事業主管課の外部専門人材への相談や助言、計

画進捗に係る活用効果はどのようか。 

 

3) 計画期間は、令和７年度から令和 11 年度までの５年間としている。併せて、社会

経済情勢の変化や情報化の進展などに応じて、計画の見直しを行うとしている。情

報化社会の変化は速く、第５章具体的な取り組み内容は、毎年度、修正や追加があ

ってもよいと考えるがいかがか。 

 

 

２ 政府の産業集積計画素案を踏まえた本市の工業団地整備について 

政府は、企業の大規模投資を呼び込むため、全国を 10 ブロックに分け、それぞれが

目指す産業集積計画の素案を公表した。今後、素案を精査して各ブロックの計画を順

次、決定し、６月にも策定する「地域未来戦略」に反映させるとしている。 

 具体的には、人口知能（ＡＩ）、半導体や造船など、現政権が成長戦略で重点投資の

対象に位置付ける 17 分野を念頭に、地方経済産業局等で議論し、半導体は、北海道、

九州のほか、東北や北陸が、また、ＧＸは東北をはじめ、本県が入る関東や中国地方

が挙げられている。 

 併せて、国は、脱炭素化と次世代産業育成の両立を目指す「グリーントランスフォ

ーメーション（ＧＸ）戦略地域」を公募し、選定した地域を重点支援するとしており、

県内では、聖籠町、小千谷市、柏崎市の港や工場跡地などが申請を行い、太陽光や風

力など脱炭素電源を使う大規模企業の誘致ができれば地域経済にも貢献すると期待さ

れている。このような国や政府の動きを踏まえ、以下について伺う。 
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1) 全国 10 ブロックの区分で本県は、関東に区分され、グリーントランスフォーメー

ション（ＧＸ）を重点対象とすると位置付けられた。聖籠町、小千谷市、柏崎市の

申請のように、本市として国に対する積極的な働きかけを、どのように考えている

か。 

 

2) 昨年度、企業立地動向の把握や、候補地の抽出と評価、開発手法などを検討する

としていた。現時点での事業に取り組んだ結果はどのようか。 

 

 

３ 県のクマ警戒強化期間発令等に伴う対応について 

2026 年のツキノワグマの出没は累計で約 500件に達し、最近は市街地、住宅街の周

辺の目撃も多くなっている。 

５月上旬から市街地を含め、市内のいたる所に出没し、直近の 30 日間では、1600

頭を超える目撃情報があり、油断はできない。 

また、毎日のテレビや新聞報道でも、クマの市街地や住宅街への出没や人身への被

害が聞かれ、県はクマ警戒強化期間を５月 19 日から７月 18 日まで発令したが、繁殖

期の６月から７月、冬眠前の９月から 11 月は人身被害リスクが高まると言われている。

このような中、市民・地域の一日も早い安心安全な日常生活の確保に向け、以下につ

いて伺う。 

1) クマの個体数の適正化に向け、県を含む広域体制・連携による対策についてはど

のようか。 

 

2) ＡＩや赤外線カメラ等の最新技術を組み合わせた、総合的な個体数管理（モニタ

リング）システムの取り組み状況はどのようか。 

 

 

 

 

 

９ 霜 鳥 榮 之 

 

１ 「こども子育て費」に係る基準財政需要額と交付税の関係について 

 少子化が叫ばれて長年が経過し、それぞれの保育園も統合によって体裁を整え効率

化も図っているが、先行きは見通せない状況にある。 

 このような状況下で、子育て支援に対する取り組みは進められているが、こども子

育て費に係る交付税算定の関係で伺う。 

1) 市内各こども園・保育園における定員数と現在員数について、定員数は開設時に

プラスアルファの人数を想定しながら、設計段階で、面積計算をして建設され、条

例で定められているが、少子化が進む中で実数との関係が大きくかけ離れている。

定員数の基本的な考えはどのようか。 

 

2) 交付税算定ベースの基準財政需要額の計算は、定員数と年齢区分の基本単価と補

正係数ごとに計算された金額がベースとなり算定される。前年度の補正係数で当年

度の計算となるが、その他は当年度の数字で算出する。この算出方法の関係につい

ての考えはどのようか。 
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3) 交付税算定について、定員数をベースにした基準財政需要額と、現在員数をベー

スに計算した基準財政需要額にはかなりの差がある。現状にあった定員数にすべき

と考えるが、市の考えはどのようか。 

 

 

２ 気候危機対策における取り組みについて 

 地球温暖化が進み、地球規模でこの対策に向かわなければならない状況下にありな

がら、ＳＤＧｓやＣＯ2問題は後景に追いやられていることから、次の点を伺う。 

1) 市内体育施設や小中学校体育館等への冷暖房機器等は大型化となることから、電

気ではなくガスを視野に入れていると考えるが、ガスにも都市ガスとプロパンガス

がある。酷暑日の施設利用のほか緊急時には避難所を兼ねるため、今後の取り組み

についての基本的な考えはどのようか。 

 

2) 新井南部地区における集落間連絡市道の草刈りについて、間もなく梅雨入りとな

り雑草が伸びる時期となる。最近は線状降水帯等と言われ集中的なゲリラ豪雨が多

発しており、防災対策の観点から一車線しかない山間の狭い市道は緊急の避難道と

化す場合が多々ある。これまでの経験に基づき早期対策・対応が望まれるが、市の

考えはどのようか。 

 

3) 夏日、真夏日、猛暑日、酷暑日など、暑さの基準も変わった。市内では「涼みど

ころ」を定めたが、まちなかの新たな公共施設での涼みどころの指定や、店舗が少

なくなったまちなかでの民間への協力等、早めの対応が必要と考える。市の考えは

どのようか。 

 

 

３ 人口減少対策の要となっている働く場の提供について 

 姫川原地域で増築された工場の操業に大きな期待を抱いていたが、いまだに稼働し

ていない様子である。妙高高原地域の観光リゾートに目を奪われているようだが、働

く場の提供は大変重要であり、自治体に対する影響も大きいため、情報提供があって

もいいのではないか。 
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10 横 尾 祐 子 

 

１ 「経塚山さくらまつり」で感じた課題について 

   日本海と妙高連峰を望む高台に広がる妙高市屈指のお花見スポット「経塚山」。 

園内を彩る約 300 本の桜は、今年も一斉に咲き誇り、好天の中、今年も「経塚山さ

くらまつり」が４月 11日から 12 日まで二日間開催された。 

   主催は、街なかにぎわい推進委員会。艶やかに咲く満開の桜の下で、屋台村でのグ

ルメや、和太鼓、ダンスなどのステージイベントを楽しんでいる大勢の家族の姿が見

られた。 

   毎年、「経塚山さくらまつり」に来ている私が感じたことは、天気にも恵まれ、これ

までに無いくらいのにぎわいを見せていたということである。 

   シートを広げ、家族で団らんしている姿は、誰の目にも、微笑ましさを感じさせた。   

そのような大切な憩いの場であることを踏まえ、来年の「経塚山さくらまつり」まで

に、是非とも改善が必要な項目について伺う。 

1) 駐車場について、正面の障がい者用駐車スペース２台に健常者が止め、障がい者

が駐車できず、下の道路に駐車し、家族から介助してもらっていた姿を多く見た。

障がい者に配慮して、適正利用を促すことはできないか。 

 

2) 女性用トイレについて、水の流れも悪く、明るい場所でも無く、電気のスイッチ

を押しても、電気がつかないなど、市民の声が聞かれた。対応については、どのよ

うか。 

 

 

 

 

 

 

11 髙 田 保 則 

 

１ 国際ライチョウ学会の誘致について 

妙高山を中心とした頸城山塊におけるライチョウの生息確認は古く、昭和 27 年に当

時の高田営林署職員であった丸山茂氏によって確認されている。また、昭和 42 年には

信州大学生物研究会と大町山岳博物館による合同調査隊（信州隊）と新潟野鳥愛好会

調査隊が火打山を中心に調査を実施し、18 羽のライチョウが確認された。 

以来、妙高高原町時代から継続的に調査・保護活動が行われてきたほか、合併後の

妙高市においても様々な調査・保護活動が展開されている。 

頸城山塊のライチョウは、日本における生息域の北限に位置し、かつ少数個体群で

あることから、国際ライチョウ学会においても注目されているライチョウ個体群であ

ると認識している。 

さらに、平成 30 年にはライチョウ保護に関する国内最大級の会議である「ライチョ

ウ会議新潟妙高大会」が開催され、高円宮妃久子殿下の御臨席を賜った。 

妙高市は、長年にわたりライチョウの調査・保護活動に取り組み、その成果を積み

重ねてきた。こうした実績や頸城山塊のライチョウが持つ学術的価値を国内外に発信

するため、今後、国際ライチョウ学会の誘致に取り組む考えはないか見解を伺う。 
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２ 中山間地域等直接支払制度の交付単価の引き上げ要請について 

   中山間地域等直接支払制度は、令和 11 年度までを期間とする第６期対策が始まって

いる。本制度における主な交付単価は、水田の場合、傾斜度１／20以上の急傾斜地と

１／100 以上の緩傾斜地を基準として設定されている。 

しかし、市内には１/10 以上の、より急峻な傾斜地の水田も存在している。このよ

うな農地は、他の対象農地と比較して維持管理に要する労力や経費が著しく大きく、

営農継続の負担も重い。 

こうした実態を踏まえ、超急傾斜地に対する交付単価の引上げを求めるべきと考え

るが見解を伺う。 

 

 

３ 水田のイノシシ被害対策について 

   全国のイノシシの個体数は、2023 年度時点で約 122 万頭と推定されている。温暖化

等による生息域の拡大や捕獲の難しさなどから、農作物被害は依然として深刻であり、

被害額は約 24 億円に上っている。 

   妙高高原地域においても、一昨年頃からイノシシによる農業被害が増加している。

昨年は、水田の起耕前や代掻き後にイノシシによる掘り起こし被害が多発した。今年

についても、起耕前の被害状況は農林課が確認しているが、その後も代掻き後の水田

や田植え後の圃場が荒らされるなど、被害はさらに深刻化している。 

地域では電気柵の設置などによる防除対策に取り組んでいるものの、十分な効果を

上げるには至っていないのが実情である。イノシシによる被害を抑制するためには、

個体数管理を含めた総合的な対策が必要と考えるが、今後の被害防止対策についての

考えを伺う。 

 

 

４ ＳＤＧｓ未来都市認定の取り組みについて 

妙高市は令和３年にＳＤＧｓ未来都市に選定されるとともに、自治体ＳＤＧｓモデ

ル事業にも選定された。選定提案である「生命地域妙高プロジェクト ～Beyond2030 Ｓ

ＤＧｓゼロカーボンへの挑戦～」では、「誰一人取り残さない」というＳＤＧｓの理念

のもと、人と自然が共生する持続可能なまち「生命地域妙高」の実現を目指している。 

また、モデル事業では、経済・社会・環境の三側面をつなぐ統合的な取り組みとし

て、「生命地域妙高エコモビリティチャレンジ」が位置付けられている。 

1) 「Beyond2030 ＳＤＧｓゼロカーボンへの挑戦」におけるロードマップの進捗状況

はどのようか。 

 

2) 経済・社会・環境の三側面をつなぐ統合的な取り組みである「生命地域妙高エコ

モビリティチャレンジ」の進捗状況はどのようか。 
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12 島 田 竜 史 

 

１ これまでの一般質問で提言した内容の検討状況と対応について 

これまでの自身の一般質問で提言した内容について、検討または見直しを図る旨の

回答があったものについて、その後の検討状況と対応はいかがか伺う。 

1) 人事評価制度における業務の数値化及び 360 度評価の導入について 

 

2) 地域に選出を依頼する各種委員制度の一部廃止を含めた見直しについて 

 

3) 関西圏を対象とした移住施策について 

 

4) 北新井エリア以外の宅地開発等を見据えた民間の宅地造成への行政支援について 

 

5) 高齢者等を対象とした路線バス等の無償化及びラッピング広告の導入について 

 

6) ふるさと納税を財源とした公共ライフラインの設備更新への充当について 

 

7) キャッシュレス決済の普及に向けた取り組みについて 

 

8) 地籍調査の早期実施に向けた取り組みについて 

 

9) 社会全体で子育てを支える仕組みづくりに向けた民間事業者等との連携について 

 

10) 新たな工場団地の整備に向けた取り組みについて 

 


